
(154 千円)

シニアしごと倶
楽部相談者数
（人)

総合相談窓口相
談者数（人)

(178 千円)

943
600

22年度

22年度

22年度
(111 千円)

事業内容

720キャリアマネジ
メント登録者数
（人)

884 600

(153 千円)

4,236 千円

84,606 千円

従事人員

0.5人

事務事業評価資料

事
業
に
要
す
る
コ
ス
ト

事業費①

人件費②

総コスト
（①＋②）

0.5人4,457 千円

施策名

事業目的

年度

従事人員

(127 千円)

0.5人 91,558 千円

(14 千円)

目 標

104,627 千円

5,740

平成21年度当初予算額

(87,378 千円)

87,378 千円

担当者電話番号

80,370 千円

H19

19年度
実績

(96 千円)

事業名

20年度
見込み

平成20年度当初予算額

(80,370 千円)

区 分

0.5人

目標の達成度
を示す指標

(17 千円)

指標名
目標値

720

評
価
結
果

民間・市町との役割分担

H21

5,740

589 550

5,8796,001

所管部局課名 産業労働部しごと局しごと支援課

雇用対策係 078-362-3357

求職者に対し、職業経験・能力の内容や程度に応じたきめ細かな就職支援を行い、職業
能力の向上を図るため、ワンストップサービス体制を確立し、早期の就職を促進する。

しごと情報の提供ときめ細かな雇用就業支援

ひょうご･しごと情報広場運営事業

事業開始年度平成10年度

従事人員 従事人員 従事人員

ひょうご･しごと情報広場の運営
①総合相談･情報提供、②就職･職業能力開発、③職業紹介

100,170 千円

平成19年度決算額

(100,170 千円)

4,180 千円 0.5人

105% 102% 100%
(16 千円)

従事人員

21年度
目標

達成率（％）

H20

100%147%157%

100%76%82%

効 率 性

・雇用情勢の悪化に伴い、多様で安定した雇用就業機会の確保を図るためには、国の施
策とも連携した職業情報提供、能力開発、職業紹介が不可欠である。
・このため、ワンストップ体制を確立し、利用者ニーズに沿った支援メニューの提供と
きめ細かな対応を図る必要がある。

・各利用者は目標値を超過しており、求職者や人材育成･確保を図る事業主に、就職支援
と職業能力開発の相談や情報提供、各種講座やセミナー、職業紹介など、職業に関する
ワンストップサービスセンターとして、有効に機能している。

・指標１単位あたりのコストは、毎年度減少しており、効率的な事業実施が図られてい
る。
・なお、産業施策連携職業紹介事業とシニアしごと倶楽部事業の一体運営や、若者しご
と倶楽部事業と併設ハローワーク神戸学生職業相談コーナーとの連携運営など、事業運
営の効率化を図っている。

必 要 性

有 効 性

・県内全域の求職者や県内へのＵ･Ｉターン希望者を対象として実施していることや、産
業施策連携職業紹介事業は県内の求人･求職者双方のマッチングを行うなど、いずれも、
市町の行政区画を越えた取組が必要である。
・営利を目的とした民間では、対象者を限定しない就職支援事業は、なじまないと考え
る。

事業の目標

①総合相談体制の維持 [目標設定理由]
・雇用情勢を踏まえたワンストップ体制を維持する
ため、相談体制の維持による相談者数を目標とす
る。
・目標値は雇用情勢等を踏まえて22年度に見直す。

②キャリアマネジメント登録者の確保 [目標設定理由]
・フリーターやニートなどの不安定就労者の安定就
労を目指すため、本事業への誘導を図る。
・目標値は雇用情勢等を踏まえて22年度に見直す。

③シニアしごと倶楽部相談者への対応 [目標設定理由]
・シニアや団塊世代の再就職支援に対応するため、
相談者に的確に対応する。
・目標値は雇用情勢等を踏まえて22年度に見直す。

0.5人



事務事業評価資料

施策名

担当者電話番号事業名

所管部局課名 産業労働部しごと局しごと支援課

雇用対策係 078-362-3357

しごと情報の提供ときめ細かな雇用就業支援

ひょうご･しごと情報広場運営事業

方 向 性

実
施
方
針 説

明

求職者の再就職を支援するため、引き続き実施する。

実施手法の
見直し内容

受益と負担の適正化

新規 拡充

・就職支援サービスの提供により失業者等の早期再就職を促進することは、生活基盤の
安定による社会的負担の減少や活力ある社会の維持に繋がるため、直接的な受益者であ
る利用者の負担は求めていない。

凍結(休止)

負担割合変更 事務改善

継続 実施手法の見直し

その他ＰＦＩ

延長 終期設定

民間移譲

廃止 縮小 統合

民間委託市町移譲


